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Ⅰ 包括外部監査の概要 

第１ 監査の種類 

地方自治法第252条の37第１項に基づく包括外部監査 

第２ 選定した特定の事件 

公営企業の管理に関する事務の執行について 

第３ 事件を選定した理由 

群馬県の企業局が所管する電気事業、工業用水道事業及び水道事業は、各事業と

も経常利益率が過去5年間の平均で10％超、借入資本金を含む自己資本比率は90％

超の優良企業であり、毎期安定的に利益を計上している。この経営状態が地方公営

企業として、経済性・有効性・効率性の追求の結果であるか否かを検証し、優良企

業であるが故の無駄の有無、更なる改善の余地等を念頭に合規性とともに監査する

ことは有用であると思われる。 

また、平成 26 年度より適用される新地方公営企業会計基準の影響をどのように

認識し、今後の経営に生かすことが予定されているかを検討することも有用である

と思われる。 

県土整備部下水環境課が所管する流域下水道事業については、地方公営企業会計

基準の適用が未だ強制されていないこともあり、県土整備部が所管し特別会計にお

いて管理されているため、当該事業の経営成績及び財務内容を把握することは難し

い状況にある。流域下水道の整備による流域河川の水質保全は、群馬県のみならず

関係する他県の飲料水にも影響する重要な任務であるが、群馬県の下水処理人口普

及率は平成 23 年度末で 50.0％であり、全国 36 位（※）と低く、普及率の向上が

課題となっている。この課題を克服し、長期的視野に立ち永続的に下水道事業を行

うためには、独立採算以上に品質の管理が要望されるものと思われるが、負担の公

平性の観点及び合規性・経済性・効率性・有効性の観点から、優良企業である企業

局所管の地方公営企業との対比において監査することは有用と考えた。 

（※岩手県及び福島県の２県は、東日本大震災の影響により調査不能な市町村があ

るため順位からは除いている。） 

第４ 包括外部監査の方法 

１．監査対象部局及び対象とした公営企業 

次の部局（地域機関を含む）の所管する公営企業を監査の対象とした。 
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企 業 局 電気事業 

 工業用水道事業 

 水道事業 

県土整備部 流域下水道事業 

２．監査要点 

（１） 計画に従って効率的な経営が行われているか。 

（２） 契約事務は、規則に従い経済的、効率的に行われているか。 

（３） 資金の運用事務は、規則に従い経済的、効率的に行われているか。 

（４） 資産・負債の管理は、規則に従い適切に行われているか。 

（５） 収入・支出又は収益・費用は、規則に従い適切に管理されているか。 

（６） 公営企業会計基準改正への取り組みに問題はないか。 

第５ 包括外部監査の実施期間 

平成24年６月13日から平成25年２月27日まで 

第６ 包括外部監査人及び補助者 

（１）包括外部監査人 

公認会計士  平田  稔 

（２）補助者 

公認会計士  永井 乙彦 

公認会計士  松井  理 

公認会計士  松岡 光弘 

公認会計士  森田  亨 

公認会計士  金井 孝純 

公認会計士  田中 陽子 

公認会計士  福田 秀幸 

公認会計士  小池 幸男 

第７ 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第252条の29の規定により 

記載すべき利害関係はない。



 

 


